
介護⽀援専⾨員実務研修
補⾜資料



⽣活を継続するうえで解決すべき課題のある⼈に対して、その⼈たちが地域のなか
で⽣活できるよう、その実現を図ること。

実務研修テキスト上巻ｐ６５

ケアマネジメントの⽬的



アセスメント（ケアマネジメントプロセス）

介護⽀援専⾨員実務研修テキスト上巻



指定居宅介護⽀援の具体的取扱⽅針
基準第13条は、利⽤者の課題分析、サービス担当者会議の開催、居宅サービス計

画の作成、居宅サービス計画の実施状況の把握などの居宅介護⽀援を構成する⼀連
の業務のあり⽅及び当該業務を⾏う介護⽀援専⾨員の責務を明らかにしたものであ
る。
なお、利⽤者の課題分析（第六号）から担当者に対する個別サービス計画の提出
依頼（第⼗⼆号）に掲げる⼀連の業務については、基準第1条の2に掲げる基本⽅針
を達成するために必要となる業務を列記したものであり、基本的にはこのプロセス
に応じて進めるべきものであるが、緊急的なサービス利⽤等やむを得ない場合や、効率的・効果的に⾏うこ
とを前提とするものであれば、業務の順序について拘束するものではない。ただし、その場合にあっても、それぞれ位置付
けられた個々の業務は、事後的に可及的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて居宅サービス計画を⾒直すなど、
適切に対応しなければならない。

「介護報酬の解釈②指定基準編（令和３年4⽉版）pp８４３−８５５」

運営基準

運営基準第１３条



運営基準

居宅のケアマネジメントプロセスと運営基準の条項

真似る

ケアマネジメント 主に関連する運営基準の状況

受付・初期⾯接相談（契約・インテーク） 第１３条第２号、

アセスメント 第１３条第６号、第７号

居宅サービス計画原案の作成 第１３条第３号・第４号・第５号・第８号

サービス担当者会議 第１３条第９号、第１５号、

居宅サービス計画の実施 第１３条第１０号、第１１号、第１２号

モニタリング・評価 第１３条第１３号、第１４号

⾒直し（再アセスメント） 第１３条第１３号、第１６号

終結
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運営基準

インテークに関連する運営基準の条項

真似る

項⽬ 概要

第１３条第２号 指定居宅介護⽀援の基本的留意点



「介護報酬の解釈②指定基準編（令和３年4⽉版）」

インテーク

運営基準第１３条 第２号

指定居宅介護⽀援の基本的留意点
利⽤者及びその家族の主体的な参加及び⾃らの課題解決に向けての意欲の醸成と相
まって⾏われることが重要である。

このためには、指定居宅介護⽀援について利⽤者及びその家族の⼗分な理解が求め
られているものであり、介護⽀援専⾨員は、指定居宅介護⽀援を丁寧に⾏うことを
旨とし、サービスの提供⽅法等について理解しやすいように説明を⾏うことが肝要
である。※肝要:最も重要・必要なこと
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「介護報酬の解釈②指定基準編（令和３年4⽉版）」

運営基準

アセスメントに関連する運営基準の条項

真似る

項⽬ 概要

第１３条第６号 課題分析における留意点

第１３条第７号 アセスメント時は利⽤者の居宅を訪問



アセスメント

運営基準第１３条第６号（解釈通知）

真似る

課題分析の実施
居宅サービス計画は、個々の利⽤者の特性に応じて作成されることが重要である。
このため介護⽀援専⾨員は、居宅サービス計画の作成に先⽴ち利⽤者の課題分析を
⾏うこととなる。
課題分析とは、利⽤者の有する⽇常⽣活上の能⼒や利⽤者が既に提供を受けてい
る指定居宅サービスや介護者の状況等の利⽤者と取り巻く環境等の評価を通じて利
⽤者が⽣活の質を維持・向上させていく上で⽣じている問題点を明らかにし、利⽤
者が⾃⽴した⽇常⽣活を営むことができるように⽀援する上で解決すべき課題を把
握することであり、利⽤者の⽣活全般についてその状態を⼗分に把握することが重
要である



アセスメント

運営基準第１３条第７号（解釈通知）

真似る

課題分析における留意点
解決すべき課題の把握にあたっては、利⽤者が⼊院中であることなど物理的な理
由がある場合を除き必ず利⽤者の居宅を訪問し、利⽤者及びその家族に⾯接して⾏
わなければならない。この場合において、利⽤者やその家族との間の信頼関係、協
働関係の構築が重要であり、介護⽀援専⾨員は、⾯接の趣旨を利⽤者及びその家族
に対して⼗分説明し、理解を得なければならない。なお、このため介護⽀援専⾨員
は⾯接技法等の研鑽に努めることが重要である。

趣旨:⽬的や理由、物事の肝⼼な部分
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運営基準

ケアプラン原案の作成に関連する運営基準の条項

項⽬ 概要

第１３条第３号 課題分析における留意点

第１３条第４号 アセスメント時は利⽤者の居宅を訪問

第１３条第５号 利⽤者⾃⾝によるサービスの選択

第１３条第８号 居宅サービス計画原案の作成



ケアプラン原案の作成

運営基準第１３条第３号（解釈通知）

真似る

継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利⽤
利⽤者の⾃⽴した⽇常⽣活の⽀援を効果的に⾏うためには、利⽤者の⼼⾝⼜は家
族の状態等に応じて、継続的かつ計画的に居宅サービスが提供されることが重要で
ある。
介護⽀援専⾨員は、居宅サービス計画の作成⼜は変更に当たり、継続的な⽀援とい
う観点に⽴ち、計画的に指定居宅サービス等の提供が⾏われるようにすることが必
要であり⽀給限度額の枠があることのみをもって、特定の時期に偏って継続が困難
な、また必要性に乏しい居宅サービスの利⽤を助⻑するようなことがあってはなら
ない。



ケアプラン原案の作成

運営基準第１３条第４号（解釈通知）

真似る

総合的な居宅サービス計画の作成
居宅サービス計画は、利⽤者の⽇常⽣活全般を⽀援する観点に⽴って作成されるこ
とが重要である。このため、居宅サービス計画の作成⼜は変更に当たっては、利⽤
者の希望や課題分析の結果に基づき、介護給付等対象サービス以外も含めて居宅
サービス計画に位置づけることにより総合的な計画となるように努めなければなら
ない。
• 市町村保健師等が居宅を訪問して⾏う指導等の保険サービス、
• ⽼⼈介護⽀援センターにおける相談援助
• 市町村が⼀般施策として⾏う配⾷サービス、寝具乾燥サービスや当該地域の住⺠による⾒
守り配⾷、会⾷など⾃発的な活動によるサービス等

• 精神科訪問看護等の医療サービス
• はり師・きゅう師による施術、保健師・看護師・柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師に
よる機能訓練など



ケアプラン原案の作成

運営基準第１３条第５号（解釈通知）

利⽤者⾃⾝によるサービスの選択
介護⽀援専⾨員は、利⽤者⾃⾝がサービスを選択することを基本に、これを⽀援す
るものである。このため、介護⽀援専⾨員は、利⽤者によるサービスの選択に資す
るよう、利⽤者から居宅サービス計画案の作成にあたって複数の指定居宅サービス
事業者等の照会の求めがあった場合等には、誠実に対応するとともに、居宅サービ
ス計画案を利⽤者に提⽰する際には、当該利⽤者が居住する地域の指定居宅サービ
ス事業者等に関するサービスの内容、利⽤料等の情報を適正に利⽤者⼜はその家族
に対して提供するものとする。
したがって、特定の指定居宅サービス事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、利⽤者の選択を求めることなく、
同⼀の事業主体のサービスのみによる居宅サービス計画原案を最初から定時するようなことがあってはならない。また、例
えば集合住宅等において、特定の指定居宅サービス事業者のサービスを利⽤することを、選択の機会を与えることなく⼊居
条件とするようなことがあってはならないが、居宅サービス計画についても、利⽤者の意思に反して、集合住宅と同⼀敷地
内等の指定居宅サービス事業者のみを居宅サービス計画に位置付けるようなことはあってはならない。



ケアプラン原案の作成

運営基準第１３条第８号（解釈通知）

真似る

居宅サービス計画原案の作成
居宅サービス計画原案は、利⽤者の希望および利⽤者についてのアセスメントの結
果による専⾨的⾒地に基づき、利⽤者の家族の希望および地域における居宅サービ
ス等が提供される体制を勘案した上で、実現可能なものとする必要がある。

基づく：判断のよりどころとする。根拠とする。
勘 案：あれこれと考え合わせること
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運営基準

サービス担当者会議に関連する運営基準の条項

真似る

項⽬ 概要

第１３条第９号 利⽤者およびその家族の参加をきほんとしつつ、サービス担当
者会議（オンライン会議も可）等による専⾨的意⾒の聴取

第１３条第１５
号

居宅サービス計画の変更の必要性についてのサービス担当者会
議等による専⾨的意⾒の聴取



サービス担当者会議

運営基準第１３条第９号（解釈通知）

真似る

サービス担当者会議等による専⾨的意⾒の聴取
介護⽀援専⾨員は、効果的かつ実現可能な質の⾼い居宅サービス計画とするため、
各サービスが共通の⽬標を達成するために具体的なサービスの内容として何ができ
るかなどについて、利⽤者やその家族、居宅サービス計画原案に位置付けた指定居
宅サービス等の担当者からなるサービス担当者会議の開催により、利⽤者の状況等
に関する情報を当該担当者と共有するとともに、専⾨的な⾒地からの意⾒を求め、
調整することが重要である。
（略）



サービス担当者会議

運営基準第１３条第９号（解釈通知）

真似る

サービス担当者会議等による専⾨的意⾒の聴取
なお、利⽤者やその家族の参加が望ましくない場合（家庭内暴⼒等）には、必ずし
も参加を求めるものではないことに留意されたい。また、やむを得ない理由がある
場合については、サービス担当者に対する照会等により意⾒を求めることができる
ものとしているが、この場合にも、緊密に相互の情報交換を⾏うことにより、利⽤
者の状況等についての情報や居宅サービス計画原案の内容を共有できるようにする
必要がある。なお、ここでいうやむを得ない理由がある場合とは、利⽤者（末期の
悪性腫瘍の患者に限る）の⼼⾝の状況等により、主治の医師⼜は⻭科医師の意⾒を
勘案して必要と認める場合のほか、開催の⽇程調整を⾏ったが、サービス担当者の
事由により、サービス担当者会議への参加が得られなかった場合、居宅サービス計
画の変更であって、利⽤者の状態に⼤きな変化が⾒られない等における軽微な変更
の場合等が想定される。



サービス担当者会議

運営基準第１３条第９号（解釈通知）

真似る

サービス担当者会議等による専⾨的意⾒の聴取
（略）
また、末期の悪性腫瘍の利⽤者について必要と認める場合とは、主事の医師等が⽇常⽣活上
の障害が1ヶ⽉以内に出現すると判断した時点以降において、主治の医師等の助⾔を得た上で、
介護⽀援専⾨員がサービス担当者に対する照会等により意⾒を求めることが必要と判断した
場合を想定している。なお、ここでいう「主治の医師」とは、利⽤者の最新の⼼⾝の状態、
受診中の医療機関、投薬内容等を⼀元的に把握している医師であり、主治医意⾒書を記載し
た医師に限定されないことから、利⽤者⼜はその家族等に確認する⽅法等により、適切に対
応すること。また、サービス種類や利⽤回数の変更等を利⽤者に状態変化が⽣じるたびに迅
速に⾏っていくことが求められるため、⽇常⽣活上の障害が出現する前に、今後利⽤が必要
と⾒込まれる指定居宅サービス等の担当者を含めた関係者を招集した上で、予測される状態
変化と⽀援の⽅向性について関係者間で共有しておくことが望ましい。
なお、当該サービス担当者会議の要点⼜は、当該担当者への照会内容について記録する。



サービス担当者会議

運営基準第１３条第１５号（解釈通知）

真似る

居宅サービス計画の変更の必要性についてのサービス担当者
会議等による専⾨的意⾒の聴取
介護⽀援専⾨員は、利⽤者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合など本号
に掲げる場合には、サービス担当者会議の開催により、居宅サービス計画の変更の
必要性について、担当者から、専⾨的な⾒地からの意⾒を求めるものとする。
ただし、やむを得ない理由がある場合については、サービス担当者に対する照会等により意⾒を求めるこ
とができるものとする。なお、ここでいうやむを得ない理由がある場合とは、開催の⽇程調整を⾏ったが、
サービス担当者の事由によりサービス担当者会議への参加が得られなかった場合や居宅サービス計画の変
更から間もない場合で利⽤者の状態に⼤きな変化が⾒られない場合等が想定される。
また、前記の担当者からの意⾒により、居宅サービス計画の変更の必要性がない場合においても、記録の
記載については同様である。
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運営基準

ケアプランの実施に関連する運営基準の条項

真似る

項⽬ 概要

第１３条第１０
号 居宅サービス計画の説明及び同意

第１３条第１１
号 居宅サービス計画の利⽤者及び担当者に対する交付

第１３条第１２
号 担当者に対する個別サービス計画の提出依頼



ケアプランの実施

運営基準第１３条第10号（解釈通知）
居宅サービス計画の説明及び同意
居宅サービス計画に位置づける指定居宅サービス等の選択は、利⽤者⾃⾝が⾏う
ことが基本であり、また、当該計画は利⽤者の希望を尊重して作成されなければな
らない。利⽤者に選択を求めることは介護保険制度の基本理念である。このため、
当該計画原案の作成に当たって、これに位置付けるサービスについて、またサービ
スの内容についても利⽤者の希望を尊重することとともに、作成された居宅サービ
ス計画の原案についても、最終的には、その内容について説明を⾏った上で⽂書に
よって利⽤者の同意を得ることを義務づけることにより、利⽤者によるサービスの
選択やサービス内容等への利⽤者の意向の反映の機会を保障しようとするものであ
る。

また、当該説明及び同意を要する居宅サービス計画原案とは、いわゆる居宅サー
ビス計画書の第1表から第3表まで、第6表及び第7表に相当するものすべてを指すも
のである。



ケアプランの実施

運営基準第１３条第1１号（解釈通知）

居宅サービス計画の交付
居宅サービス計画を作成した際には、遅滞なく利⽤者及び担当者に交付しなけれ
ばならない。

また介護⽀援専⾨員は、担当者に対して居宅サービス計画を交付する際には、当該
計画の趣旨および内容等について⼗分に説明し、各担当者との共有、連携を図った
上で、各担当者が⾃ら提供する個別サービス計画における位置づけを理解できるよ
うに配慮する必要がある。



ケアプランの実施

運営基準第１３条第1２号（解釈通知）

担当者に対する個別サービス計画の提出依頼
居宅サービス計画と個別サービス計画との連動性を⾼め、居宅介護⽀援事業者と
サービス提供事業者の意識の共有を図ることが重要である。このため、基準第13条
第⼗⼆号に基づき、担当者に居宅サービス計画を交付したときは、担当者に対し、
個別サービス計画の提出を求め、居宅サービス計画と個別サービス計画の連動性や
整合性について確認することとしたものである。
なお、介護⽀援専⾨員は、担当者と継続的に連携し、意識の共有を図ることが重
要であることから、居宅サービス計画書と個別サービス計画の連動性や整合性の確
認については、居宅サービス計画を担当者に交付した時に限らず、必要に応じて⾏
うことが望ましい。さらに、サービス担当者会議の前に居宅サービス計画の原案を
担当者に提供し、サービス担当者会議に個別サービス計画案の提出を求め、サービ
ス担当者会議において情報の共有や調整を図るなどの⼿法も有効である。
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運営基準

モニタリングに関連する運営基準の条項

真似る

項⽬ 概要

第１３条第１３
号

居宅サービス計画の実施状況の把握及び居宅サービス事業者等
との連絡調整

第１３条第１３
号の２ 利⽤者にかかる情報を医師（⻭科医師）または薬剤師に提供

第１３条第１４
号 モニタリングの実施



モニタリング

運営基準第１３条第1３号（解釈通知）

居宅サービス計画の実施状況等の把握及び評価等
指定居宅介護⽀援においては、利⽤者の有する解決すべき課題に即した適切な

サービスを組み合わせて利⽤者に提供し続けることが重要である。このために介護
⽀援専⾨員は、利⽤者の解決すべき課題の変化に留意することが重要であり、居宅
サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（利⽤者についての継
続的なアセスメントを含む。以下「モニタリング」という。）を⾏い、利⽤者の解
決すべき課題の変化が認められる場合等必要に応じて居宅サービス計画の変更、指
定居宅サービス事業者等との連携調整その他の便宜の提供を⾏うものとする。



モニタリング

運営基準第１３条第1３号の２（解釈通知）

居宅サービス計画の実施状況等の把握及び評価等
なお、利⽤者の解決すべき課題の変化は、利⽤者に直接サービスを提供する指定
居宅サービス事業者等に把握されることも多いことから、介護⽀援専⾨員は、当該
指定居宅サービス事業者等のサービス担当者との緊密な連携を図り、利⽤者の解決
すべき課題の変化が認められる場合には、円滑に連絡がとれる体制の整備に努めな
ければならない。



モニタリング

運営基準第１３条第1３号の２（解釈通知）

居宅サービス計画の実施状況等の把握及び評価等
また、利⽤者の服薬状況、⼝腔機能その他の利⽤者の⼼⾝⼜は⽣活の状況に係る
情報は、主治の医師若しくは⻭科医師⼜は薬剤師が医療サービスの必要性等を検討
するにあたり有効な情報である。このため、利⽤者の⼼⾝⼜は⽣活状況に係る情報
を得た場合は、それらの情報のうち、主治の医師若しくは⻭科医師または薬剤師の
助⾔が必要であると介護⽀援専⾨員が判断したものについて、主治の医師若しくは
⻭科医師⼜は薬剤師に提供するものとする。
• 薬が⼤量に余っている⼜は複数回分の薬を⼀度に服⽤している
• 薬の服⽤を拒絶している 使いきらないうちに新たに薬が処⽅されている
• ⼝臭や⼝内出⾎がある 体重の増減が推測される⾒た⽬の変化がある
• ⾷事量や⾷事回数に変化がある 下痢や便秘が続いている
• ⽪膚が乾燥していたり湿疹等がある
• リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにもかかわらず提供されていない



モニタリング

運営基準第１３条第14号（解釈通知）

モニタリングの実施
介護⽀援専⾨員は、モニタリングにあたっては、居宅サービス計画の作成後にお
いても、利⽤者およびその家族、主治の医師、指定居宅サービス事業者等との連絡
を継続的に⾏うこととし、当該指定居宅サービス事業者等の担当者との連携により、
モニタリングが⾏われている場合においても、特段の事情がない限り、少なくても
1⽉に1回は利⽤者の居宅で⾯接を⾏い、かつ、少なくとも１⽉に１回はモニタリン
グの結果を記録することが必要である。
また、「特段の事情」とは、利⽤者の事情により、利⽤者の居宅を訪問し、利⽤
者に⾯談することができない場合を主として指すものであり、介護⽀援専⾨員に起
因する事情は含まれない。
さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容を記録してお
くことが必要である。



運営基準

再アセスメントに関連する運営基準の条項

真似る

項⽬ 概要

第１３条第１３
号

居宅サービス計画の実施状況の把握及び居宅サービス事業者等
との連絡調整（モニタリングと同様）

第１３条第１６
号 居宅サービス計画の変更



再アセスメント

運営基準第１３条第1３号（解釈通知）

居宅サービス計画の実施状況等の把握及び評価等
指定居宅介護⽀援においては、利⽤者の有する解決すべき課題に即した適切な

サービスを組み合わせて利⽤者に提供し続けることが重要である。このために介護
⽀援専⾨員は、利⽤者の解決すべき課題の変化に留意することが重要であり、居宅
サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（利⽤者についての継
続的なアセスメントを含む。以下「モニタリング」という。）を⾏い、利⽤者の解
決すべき課題の変化が認められる場合等必要に応じて居宅サービス計画の変更、指
定居宅サービス事業者等との連携調整その他の便宜の提供を⾏うものとする。



再アセスメント

運営基準第１３条第1６号（解釈通知）

居宅サービス計画の変更
居宅サービス計画を変更する際には、原則として基準第13条第三号から第⼀⼆号
（③〜⑫）までに規定された居宅サービス計画作成に当たっての⼀連の業務を⾏う
ことが必要である。
なお、利⽤者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供⽇時の変更で介護⽀援
専⾨員が基準第13条第三号から第⼀⼆号までに掲げる⼀連の業務を⾏う必要性がな
いと判断したもの）を⾏う場合には、この必要はないものとする。ただし、この場
合においても、介護⽀援専⾨員が利⽤者の解決すべき課題の変化に留意することが
重要であることは、同条第⼀三号（⑬）に規定したとおりであるので念のために申
し添える。



再アセスメント

ケアプランの軽微な変更の内容について

サービス提供の曜⽇変更 利⽤者の体調不良や家族の都合など臨時的、⼀時的なもので単なる曜⽇、⽇付の変
更

サービス提供回数の変更 同⼀事業所における週１程度のサービス利⽤回数の増減

利⽤者の住所変更 利⽤者の住所変更

事業所の名称変更 単なる事業所の名称変更

⽬標期間の延⻑ ケアプラン上の⽬標設定（課題や期間）を変更する必要がなく、単に⽬標設定期間
の延⻑を伴う場合

福祉⽤具で同等の⽤具に変更するに際
して単位数のみが異なる場合 福祉⽤具の同⼀種⽬における機能の変化を伴わない⽤具の変更

⽬標もサービスも変わらない単なる事
業所変更（利⽤者の状況以外の原因） ⽬標もサービスも変わらない利⽤者の状況以外の原因による単なる事業所変更

⽬標を達成するためのサービス内容が
変わるだけの場合

第⼀表の総合的な援助の⽅針や、第⼆表の⽣活全般の解決すべき課題、⽬標サービ
ス種別等が変わらない範囲

担当介護⽀援専⾨員の変更
契約している居宅介護⽀援事業所における担当介護⽀援専⾨員の変更
（ただし、新しい担当者が利⽤者はじめ各サービス担当者と⾯識を有しているこ
と）



介護⽀援経過

第５表介護⽀援経過

居宅サービス計画書標準様式及び記載要領
モニタリングを通じて把握した、利⽤者やその家族の意向・満⾜度等、⽬標の達成
度、事業者との調整内容、居宅サービス計画の変更の必要性等について記載する。
漫然と記載するのではなく、項⽬毎に整理して記載するように努める。

第５表「居宅介護⽀援経過」は、介護⽀援専⾨員等がケアマネジメントを推進する
上での判断の根拠や介護報酬請求に係る内容等を記録するものであることから、介
護⽀援専⾨員が⽇頃の活動を通じて把握したことや判断したこと、持ち越された課
題などを、記録の⽇付や情報収集の⼿段（「訪問」（⾃宅や事業所等の訪問先を記
載）、「電話」・「ＦＡＸ」・「メール」（これらは発信（送信）・受信がわかる
ように記載）等）とその内容について、時系列で誰もが理解できるように記載する。



介護保険最新情報Vol.958 Vol.１０４９ 令和３年３⽉３１⽇

介護⽀援経過

第５表介護⽀援経過

具体的には、
• ⽇時（時間）、曜⽇、対応者、記載者（署名）
• 利⽤者や家族の発⾔内容
• サービス事業者等との調整、⽀援内容等
• 「軽微な変更」の場合の根拠や判断等の客観的な事実や判断の根拠
を、簡潔かつ適切な表現で記載する。

簡潔かつ適切な表現については、誰もが理解できるように、例えば、⽂章における
主語と述語を明確にする、共通的でない略語や専⾨⽤語は⽤いない、曖昧な抽象的
な表現を避ける、・箇条書きを活⽤する等わかりやすく記載する。
なお、モニタリングを通じて把握した内容ついて、モニタリングシート等を活⽤している場合については、
例えば、「モニタリングシート等（別紙）参照」等と記載して差し⽀えない。（重複記載は不要）
ただし、「（別紙）参照」については、多⽤することは避け、その場合、本表に概要をわかるように記載
しておくことが望ましい。※モニタリングシート等を別途作成していない場合は本表への記載でも可。
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